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図表3 日本における女性の就業率の改善 （出所：総務省「労働力調査」等、OECD) 第三に、人手不足は、経
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性が大いに労働市場に参加した。一方で、欧米諸国に比べると、出産•

育児期における女性の就業率はまだまだ改善の余地がある状況であ

る。M字カーブをさらに押し上げるためには、社会は女性に対して「労働

してくれ、しかし同時に子供を産んで育ててくれ」と要求するわけである

が、そのためには社会全体としても必要な対策を講じなければならな

い。保育園や学童保育施設の不足といった課題への対応、女性の労

働参加を促すような税制面での対応等、これまで高齢者に偏りがちで

あった社会福祉のあり方を、若者や子育て世代への支援をより重視し

た制度に変えていく必要があるということである。

加えて申し上げると、女性労働力率と出生率との間には正の相関関

係があふ図表4はOECD加盟24か国における15-64歳の女性労働

力率と合計特殊出生率との関係であるが、ばらつきは大きいものの、トレ

ンドとしては、女性の労働力率が高いほど、出生率も増加する傾向にあ

ると言える。この直接的な因果関係については検証がなされているわけ

ではないが、一般論としては、子供を産み育て、生活を営んでいくために

はやはり相当のお金が必要であり、そのためには男性・女性の別なく働く

必要があるということではないであろうか。

図表4 女性労働力率と特殊合計出生率における正の相関
O!;:OD加盟四か国における田-u慨の女性労聞力平と合計特殊出生平； 2aoo年
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出所：男女共同参画会議専門委員会報告書（2005年）
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済成長を果たしていく中で

生産性の向上を促すインセ

ンティブになるということであ

る。現時点における日本の時

間当たり労働生産性の水準

は、OECD加盟国の中では

20番目であり、決して嵩いと

は言えない。他国と比較した

場合の労働生産性の水準

は業種によっても異なるが、

非製造業において低い傾向

にあり、とりわけ小売·卸売や運輸等においてはアメリカの2分の1の水準で

あり、また飲食•宿泊等においてはアメリカの4分の1程度しかないということ

は、事実として認識すべきである。しかしながら、これだけ他国に比べて生

産性が劣っているということは、逆に改善のポテンシャルがまだまだあると

いうことでもある。したがって、上述したように、今後当面の間日本の生産

年齢人口が構造的に減少していく中では、我々の国をより豊かにしていく

ための最大の手段は労働生産性の向上ということになるものと考える。

本質的な生産性の向上を図っていく中で、ヤマト運輸における配送

サービスの見直しのように、本当に消費者から必要とされるサービスと、

その対価や取引条件の見直しが進むであろうし、日本の伝統的な労働

慣行についても、その良い点は残しつつ、過度な長時間労働等の問題

点を解決していく方向に大きく舵を切ることができるのではないかと考え

る。またITの利活用も生産性の向上を図っていくための一つの手段で

あるが、日本においては、中小企業の生産性はまだまだ低く、大企業の

約2分の1しかない。この要因の一つは、中小企業においてIT化の取組

みがまだまだ進んでいないことが挙げられる。実際に、50人以上の中小

企業のうち約3割が大企業を上回る生産性を達成しているが、これらの

高い生産性を有する中小企業に特徴的なことは、ITへの対応や投資

を積極的に行っていること、という調査結果もある。したがって、中小企

業のIT化を促進するような取り組みを行っていくことが、日本全体の労

働生産性を引き上げる一つの解決策にもなりうるものと考えており、日本

商工会議所・東京商工会議所においても、そのための具体的な取り組

みを模索しているところである。

このように、人手不足という一つの事象にもたくさんの顔があり、光の

当て方次第で明るい面と暗面の両面がある。暗い面について悲観する

ばかりでなく、危機感を持ってこれに対処するとともに、明るい面にも目を

向け、不確実•不安定な時代にあっても積極的に行動し、安倍政権下

における安定的な政治的環境の下で、「民の力」でH本を成長の軌に

のせるべく、引き続き努力していきたいと思う。
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